
令和７年度 事業計画 

 

 

Ⅰ 基本方針 

下水道は、水道や電気などと同様、日常生活に欠かせないライフラインであり、健康で快

適な生活環境の向上、公共用水域の水質保全、廃棄物対策５原則（安全第一、公共関与、リ

サイクルの徹底、複合行政、自己完結）への取組により、流入する汚水に『もう一度、水に

命を』与えることにより循環型社会の形成に資するなど、社会的要請に応える施設として重

要な役割を担っています。 

  当公社は、下水道法、水質汚濁防止法で定める排水基準より厳しい独自の管理基準を定

め、木曽川右岸流域下水道施設の運営管理業務を行うほか、下水道に関する知識の普及・啓

発、下水道技術者の養成並びに下水道技術の調査研究を行うことにより、岐阜県及び県内市

町村の下水道事業の振興を図り、もって県民の健康で快適な生活環境の向上と公共用水域の

水質保全に寄与し、公衆衛生の向上及び環境保全を目的とする公益目的事業を遂行します。 

 

Ⅱ 公益目的事業 

当公社は、基本方針の目的を達成するため、次の公益目的事業を実施します。 

１ 木曽川右岸流域下水道施設の運営管理業務 

２ 下水道の水質分析等業務 

３ 流域下水道施設の植栽等管理業務 

４ 下水道知識の普及及び啓発 

５ 下水道技術者の養成 

６ 下水道技術の調査研究 

 

Ⅲ 事業計画 

  １ 処理計画 

    ・ 計 画 水 量：４９，２６０千㎥／年（日平均134,961㎥、対前年比99.6％） 

    ・ 汚泥処理量：３６，６００ｔ／年（日平均100.3ｔ、対前年比96.6％） 

   

２ 公益目的事業の概要〔事業番号 公１〕 

（１）木曽川右岸流域下水道施設の運営管理業務 

   施設管理計画（流入ポンプ施設・水処理施設・送風施設・ろ過施設・放流施設・汚泥

処理施設の各種管理手順書等）による適確な運転管理により、環境汚染物質の削減や環

境汚染発生の未然防止に努めるとともに、流入水又は処理水の異常並びに設備の故障や

自然災害による緊急事態に備えた危機管理対策に万全の対応を行います。 

 

 



 

なお、水処理施設の運転保守業務については、包括的民間委託方式による長期継続契

約とし、受託者の技術力や創意工夫をさらに生かした運転管理を行います。 

また、施設の老朽化などの現状を踏まえ、常に安定して施設を稼動し続けることがで

きるよう、管理者である県とも連携を図りながら協働して施設の維持修繕などの対応を

してまいります。 

 

     ① 水処理施設、汚泥処理施設の維持管理 

       ・流入汚水の浄化、発生汚泥の処分 

      ・水処理施設、汚泥処理施設の運転操作 

      ・浄化センター内各施設・設備の保守点検とそれに伴う小規模な修繕工事 

 

     ② 中継ポンプ場、管渠施設の維持管理 

       ・中継ポンプ場（長森、岐南、川島、兼山）の運転、保守管理 

       ・幹線管渠流量計（１５箇所）の保守管理 

    ・放流管渠放流口（５箇所）の保守管理 

 

（２）水質分析等業務 

   ① 水質検査 

        下水道法及び水質汚濁防止法の規制にかかる排水基準の遵守状況、基準値より厳し

い独自の管理基準の適合状況を確認するため、放流水の水質検査を行うとともに、水

処理施設の維持管理に必要な各種機能検査を行います。 

         検査項目：ｐＨ、ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）、ＣＯＤ（化学的酸素要求量）、

ＳＳ（浮遊物質量）、有害物質 等 

 

      ② 汚泥検査 

     水処理施設の維持管理に必要な活性汚泥の機能に関する検査を行うとともに、廃棄

物処理法に基づく下水汚泥の溶出検査並びに成分検査を行います。 

          検査項目：ｐＨ、溶存酸素、ＭＬＳＳ（活性汚泥浮遊物質量）、有害物質 等 

 

（３）植栽等管理業務 

県民の健康で快適な生活環境の向上及び公共用水域の水質保全等の社会的要請に応

える下水道施設を、より多くの人に理解いただくために、緑化促進及び保全を行い、

快適な公園機能を維持します。 

 

 

 



 

・浄化センター及び場外ポンプ場施設の植栽管理 

・芝生広場、運動施設（野球場、サッカー場等）の維持管理 

    ・花壇・バラ園の維持管理、モニュメント池等の親水広場の維持管理   

 

（４）下水道知識の普及・啓発 

下水道に関する県民の理解を深め、下水道のイメージアップを図るため、次の普及・

啓発事業を実施します。また、流域市町をはじめ、より多くの方に参加いただけるよう

引き続き広報活動にも力を入れていきます。 

 

 ①浄化センター施設見学者の受け入れ                 （年間随時） 

 下水道の現状や役割、下水処理の仕組みなどについてパンフレット、ＤＶＤ、パネル 

等による説明を行い、下水道処理施設を案内します。 

 

 ②木曽川への稚鮎の放流                      （５月～６月） 

下水道のイメージアップを図り、水質の浄化及び保全の役割を広く理解していただく

ため、地元漁業協同組合の協力のもと、保育園児による稚鮎の放流を実施します。 

 

 ③ホタル観賞会                          （５月～６月） 

   下水道処理水の安全性並びに下水道施設への理解を深めていただくため、下水道処理

水を利用してホタルの育成を行い、観賞会を実施します。 

 

 ④夏休み下水道親子見学会                     （７月～８月） 

   夏休み期間中、親子で下水道について理解を深めていただくため、小学生を対象とし

た見学会を実施します。 

 

⑤モニュメント池でのマスのつかみどり                  （９月） 

下水道の日（９月１０日）の関連行事として、下水道施設への理解を深めていただく

ため、保育園児によるマスのつかみどりイベントを実施します。 

 

⑥バラの育成講習会、バラの配布会                （９月・１２月） 

   下水道の日（９月１０日）の関連行事として、下水道施設への理解を深めていただく

ため、下水道処理水を利用して栽培する「バラ園」を活用し、「バラの育成講習会」及

び「バラの配布会」を実施します。 

 

 

 



（５）下水道技術者の養成 

    県及び市町村職員の下水道技術の向上を支援することを目的に、県と共催で「下水道

場」を開催し、下水道関係職員の技術の向上並びに資質の向上に貢献します。 

    また、日本下水道事業団や日本下水道協会等が開催する下水道維持管理技術研修会等

に職員を積極的に参加させ、職員の技術向上並びに資質向上を図ることにより、適確な

下水道施設の管理に役立てていきます。 

 

（６）下水道技術の調査研究 

    施設の効率的な運転や環境への配慮を行うため、公社職員による調査研究を行い、環

境負荷の低減や適正な運転管理に役立てていきます。 



（単位：千円）

当年度予算額 ① 前年度予算額 ② 増減 ①-②=③ 増減率③/②

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

42 0 42 －

42 0 42 －

0 0 0 －

0 0 0 －

3,134,854 2,933,831 201,023 6.9%

3,134,854 2,933,831 201,023 6.9%

274 300 △ 26 △ 8.7%

274 300 △ 26 △ 8.7%

経常収益計 3,135,170 2,934,131 201,039 6.9%

(2) 経常費用

3,084,059 2,883,428 200,631 7.0%

　 1,109 1,102 7 0.6%

　 174 174 0 0.0%

　 33,134 34,130 △ 996 △ 2.9%

　 17,323 18,376 △ 1,053 △ 5.7%

　 4,653 4,740 △ 87 △ 1.8%

　 35 35 0 0.0%

690 645 45 7.0%

　 8,099 8,334 △ 235 △ 2.8%

22 22 0 0.0%

628 585 43 7.4%

111,076 103,697 7,379 7.1%

3,170 2,990 180 6.0%

　 88 253 △ 165 △ 65.2%

457,730 480,829 △ 23,099 △ 4.8%

342,000 113,091 228,909 202.4%

1,925 1,965 △ 40 △ 2.0%

　 111 87 24 27.6%

1,181,029 1,144,935 36,094 3.2%

913,675 959,824 △ 46,149 △ 4.8%

82 84 △ 2 △ 2.4%

　 459 459 0 0.0%

　 6,847 7,071 △ 224 △ 3.2%

委 託 料

汚 泥 処 分 費

使 用 料 及 び 賃 借 料

負 担 金

租 税 公 課

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

修 繕 費

手 数 料

保 険 料

報 償 費

旅 費

消 耗 品 費

燃 料 費

職 員 手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 費 用

共 済 費

会計年度任用職員報酬

雑 収 益

事 業 費

役 員 報 酬

役 員 手 当

職 員 給 料

特 定 資 産 運 用 益

特 定 資 産 受 取 利 息

事 業 収 益

県 受 託 事 業 収 益

雑 収 益

科                        目

基 本 財 産 運 用 益

収 支 予 算 書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

基 本 財 産 受 取 利 息



（単位：千円）

当年度予算額 ① 前年度予算額 ② 増減 ①-②=③ 増減率③/②科                        目

収 支 予 算 書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

51,111 50,703 408 0.8%

　 10,211 10,154 57 0.6%

　 1,566 1,561 5 0.3%

　 7,772 8,006 △ 234 △ 2.9%

　 4,064 4,310 △ 246 △ 5.7%

　 1,986 1,834 152 8.3%

　 648 671 △ 23 △ 3.4%

2,759 2,583 176 6.8%

　 4,943 5,086 △ 143 △ 2.8%

20 20 0 0.0%

363 339 24 7.1%

2,394 3,386 △ 992 △ 29.3%

205 189 16 8.5%

20 20 0 0.0%

14 14 0 0.0%

　 483 483 0 0.0%

3,492 3,876 △ 384 △ 9.9%

517 517 0 0.0%

689 689 0 0.0%

1,612 916 696 76.0%

　 375 409 △ 34 △ 8.3%

1,994 428 1,566 365.9%

362 453 △ 91 △ 20.1%

　 343 343 0 0.0%

　 4,279 4,416 △ 137 △ 3.1%

3,135,170 2,934,131 201,039 6.9%

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

0 0 0 －

40,000 40,000 0 0.0%

40,000 40,000 0 0.0%

40,000 40,000 0 0.0%

          指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

        経常外費用計

          当期経常外増減額

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

          一般正味財産期末残高

（注） １ 借入金限度額　5,000千円
　　　 ２ 債務負担額　　　　0千円

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          一般正味財産への振替額

          当期指定正味財産増減額

          指定正味財産期首残高

    (1) 経常外収益

        経常外収益計

    (2) 経常外費用

負 担 金

租 税 公 課

     経常費用計

         当期経常増減額

  ２．経常外増減の部

修 繕 費

通 信 運 搬 費

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

消 耗 品 費

燃 料 費

対 外 交 流 費

会 議 費

印 刷 製 本 費

光 熱 水 費

退 職 給 付 費 用

共 済 費

報 償 費

旅 費

会計年度任用職員報酬

管 理 費

役 員 報 酬

役 員 手 当

職 員 給 料

職 員 手 当

賞 与 引 当 金 繰 入 額



（単位：千円）

流域下水道
運営管理事業

水質分析等事業 植栽等管理事業 普及啓発事業
技術者養成・
調査研究事業

共通 小計 理事会運営費 管理運営費 共通 小計
当初予算額

①
前年度予算額

　②
増　減
①ー②

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　基本財産運用益 0 42 42 42 0 42

　　　基本財産受取利息 0 42 42 42 0 42

　　特定資産運用益 0 0 0 0 0

　　　特定資産受取利息 0 0 0 0 0

　　事業収益 2,896,993 17,351 93,258 3,244 938 72,157 3,083,941 14 12,714 38,185 50,913 3,134,854 2,933,831 201,023

　　　県受託事業収益 2,896,993 17,351 93,258 3,244 938 72,157 3,083,941 14 12,714 38,185 50,913 3,134,854 2,933,831 201,023

    雑収益 26 34 58 118 90 66 156 274 300 △ 26

　　　雑収益 26 34 58 118 90 66 156 274 300 △ 26

　　　経常収益計 2,896,993 17,351 93,284 3,278 996 72,157 3,084,059 104 12,822 38,185 51,111 3,135,170 2,934,131 201,039

　（２）経常費用

　　事業費 2,896,993 17,351 93,284 3,278 996 72,157 3,084,059 3,084,059 2,883,428 200,631

　　　役員報酬 1,109 1,109 1,109 1,102 7

　　　役員手当 174 174 174 174 0

　　　職員給料 33,134 33,134 33,134 34,130 △ 996

　　　職員手当 17,323 17,323 17,323 18,376 △ 1,053

　　　賞与引当金繰入額 4,653 4,653 4,653 4,740 △ 87

      退職給付費用 35 35 35 35 0

      会計年度任用職員報酬 690 690 690 645 45

　　　共済費 8,099 8,099 8,099 8,334 △ 235

　　　報償費 22 22 22 22 0

　　　旅費 91 28 26 483 628 628 585 43

　　　消耗品費 104,454 3,775 723 2,070 54 111,076 111,076 103,697 7,379

　　　燃料費 3,170 3,170 3,170 2,990 180

　　　印刷製本費 88 88 88 253 △ 165

　　　光熱水費 456,292 1,438 457,730 457,730 480,829 △ 23,099

　　　修繕費 342,000 342,000 342,000 113,091 228,909

　　　手数料 1,925 1,925 1,925 1,965 △ 40

　　　保険料 18 93 111 111 87 24

　　　委託料 1,075,304 13,548 91,123 1,054 1,181,029 1,181,029 1,144,935 36,094

　　　汚泥処分費 913,675 913,675 913,675 959,824 △ 46,149

　　　使用料及び賃借料 82 82 82 84 △ 2

　　　負担金 459 459 459 459 0

　　　租税公課 6,847 6,847 6,847 7,071 △ 224

令和７年度 公益財団法人岐阜県浄水事業公社 収支予算書内訳表
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

法人会計
科  目

公益目的事業会計 公益目的事業会計＋法人会計



（単位：千円）

流域下水道
運営管理事業

水質分析等事業 植栽等管理事業 普及啓発事業
技術者養成・
調査研究事業

共通 小計 理事会運営費 管理運営費 共通 小計
当初予算額

①
前年度予算額

　②
増　減
①ー②

法人会計
科  目

公益目的事業会計 公益目的事業会計＋法人会計

　　管理費 104 12,822 38,185 51,111 51,111 50,703 408

　　　役員報酬 10,211 10,211 10,211 10,154 57

　　　役員手当 1,566 1,566 1,566 1,561 5

　　　職員給料 7,772 7,772 7,772 8,006 △ 234

　　　職員手当 4,064 4,064 4,064 4,310 △ 246

　　　賞与引当金繰入額 1,986 1,986 1,986 1,834 152

      退職給付費用 648 648 648 671 △ 23

      会計年度任用職員報酬 2,759 2,759 2,759 2,583 176

　　　共済費 4,943 4,943 4,943 5,086 △ 143

　　　報償費 20 20 20 20 0

　　　旅費 26 337 363 363 339 24

　　　消耗品費 62 2,332 2,394 2,394 3,386 △ 992

　　　燃料費 205 205 205 189 16

　　　対外交流費 20 20 20 20 0

　　　会議費 14 14 14 14 0

　　　印刷製本費 483 483 483 483 0

　　　光熱水費 3,492 3,492 3,492 3,876 △ 384

　　　修繕費 517 517 517 517 0

　　　通信運搬費 2 687 689 689 689 0

　　　手数料 1,612 1,612 1,612 916 696

　　　保険料 318 57 375 375 409 △ 34

　　　委託料 1,994 1,994 1,994 428 1,566

　　　使用料及び賃借料 362 362 362 453 △ 91

　　　負担金 343 343 343 343 0

　　　租税公課 100 4,179 4,279 4,279 4,416 △ 137

　　経常費用計 2,896,993 17,351 93,284 3,278 996 72,157 3,084,059 104 12,822 38,185 51,111 3,135,170 2,934,131 201,039

　　当期経常増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．経常外増減の部 0

　（１）経常外収益 0

　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　（２）経常外費用 0

　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　一般正味財産期首残高 0 0 0 0 0

　一般正味財産期末残高 0 0 0 0 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0

　　　一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　指定正味財産期首残高 0 40,000 40,000 40,000 40,000 0

　　　指定正味財産期末残高 0 40,000 40,000 40,000 40,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,000 40,000 40,000 40,000 0

（注） １ 借入金限度額　5,000千円

　　　 ２ 債務負担額　　　　0千円



（単位：千円）

　　　　　科　　　　　　　　　　目 当年度予算額 ① 前年度予算額 ② 増減 ①-②=③ 増減率③/②

【事業活動収支の部】

事業活動収入

基本財産運用収入 42 0 42 －

基 本 財 産 利 息 収 入 42 0 42 －

特定資産運用収入 0 0 0 －

特 定 資 産 利 息 収 入 0 0 0 －

事業収入 3,134,854 2,933,831 201,023 6.9%

県 受 託 事 業 収 入 3,134,854 2,933,831 201,023 6.9%

雑収入 274 300 △ 26 △ 8.7%

雑 収 入 274 300 △ 26 △ 8.7%

事業活動収入計 3,135,170 2,934,131 201,039 6.9%

事業活動支出

事業費支出 3,084,024 2,883,393 200,631 7.0%

役 員 報 酬 支 出 1,109 1,102 7 0.6%

役 員 手 当 支 出 174 174 0 0.0%

職 員 給 料 支 出 33,134 34,130 △ 996 △ 2.9%

職 員 手 当 支 出 17,323 18,376 △ 1,053 △ 5.7%

賞 与 引 当 金 繰 入 支 出 4,653 4,740 △ 87 △ 1.8%

会 計 年 度 任 用 職 員 報 酬 支 出 690 645 45 7.0%

共 済 費 支 出 8,099 8,334 △ 235 △ 2.8%

報 償 費 支 出 22 22 0 0.0%

旅 費 支 出 628 585 43 7.4%

消 耗 品 費 支 出 111,076 103,697 7,379 7.1%

燃 料 費 支 出 3,170 2,990 180 6.0%

印 刷 製 本 費 支 出 88 253 △ 165 △ 65.2%

光 熱 水 費 支 出 457,730 480,829 △ 23,099 △ 4.8%

修 繕 費 支 出 342,000 113,091 228,909 202.4%

手 数 料 支 出 1,925 1,965 △ 40 △ 2.0%

保 険 料 支 出 111 87 24 27.6%

委 託 料 支 出 1,181,029 1,144,935 36,094 3.2%

汚 泥 処 分 費 支 出 913,675 959,824 △ 46,149 △ 4.8%

使 用 料 及 び 賃 借 料 支 出 82 84 △ 2 △ 2.4%

負 担 金 支 出 459 459 0 0.0%

租 税 公 課 支 出 6,847 7,071 △ 224 △ 3.2%

資 金 収 支 予 算 書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）



（単位：千円）

　　　　　科　　　　　　　　　　目 当年度予算額 ① 前年度予算額 ② 増減 ①-②=③ 増減率③/②

資 金 収 支 予 算 書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

管理費支出 50,463 50,032 431 0.9%

役 員 報 酬 支 出 10,211 10,154 57 0.6%

役 員 手 当 支 出 1,566 1,561 5 0.3%

職 員 給 料 支 出 7,772 8,006 △ 234 △ 2.9%

職 員 手 当 支 出 4,064 4,310 △ 246 △ 5.7%

賞 与 引 当 金 繰 入 支 出 1,986 1,834 152 8.3%

会 計 年 度 任 用 職 員 報 酬 支 出 2,759 2,583 176 6.8%

共 済 費 支 出 4,943 5,086 △ 143 △ 2.8%

報 償 費 支 出 20 20 0 0.0%

旅 費 支 出 363 339 24 7.1%

消 耗 品 費 支 出 2,394 3,386 △ 992 △ 29.3%

燃 料 費 支 出 205 189 16 8.5%

対 外 交 流 費 支 出 20 20 0 0.0%

会 議 費 支 出 14 14 0 0.0%

印 刷 製 本 費 支 出 483 483 0 0.0%

光 熱 水 費 支 出 3,492 3,876 △ 384 △ 9.9%

修 繕 費 支 出 517 517 0 0.0%

通 信 運 搬 費 支 出 689 689 0 0.0%

手 数 料 支 出 1,612 916 696 76.0%

保 険 料 支 出 375 409 △ 34 △ 8.3%

委 託 料 支 出 1,994 428 1,566 365.9%

使 用 料 及 び 賃 借 料 支 出 362 453 △ 91 △ 20.1%

負 担 金 支 出 343 343 0 0.0%

租 税 公 課 支 出 4,279 4,416 △ 137 △ 3.1%

事業活動支出計 3,134,487 2,933,425 201,062 6.9%

事業活動収支差額 683 706 △ 23 △ 3.3%

【投資活動収支の部】

投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0 －

投資活動支出

特定資産取得支出 683 706 △ 23 △ 3.3%

退 職 給 付 引 当 資 産 取 得 支 出 683 706 △ 23 △ 3.3%

投資活動支出計 683 706 △ 23 △ 3.3%

　投資活動収支差額 △ 683 △ 706 23 △ 3.3%

【財務活動収支の部】

財務活動収入

　財務活動収入計 0 0 0 －

財務活動支出

　財務活動支出計 0 0 0 －

　財務活動収支差額 0 0 0 －

予備費支出 0 0 0 －

当期収支差額 0 0 0 －

前期繰越収支差額 0 0 0 －

次期繰越収支差額 0 0 0 －

（注） 1 借入限度額　 5,000千円

2 債務負担額　　　 0千円



（単位：千円）

流域下水道
運営管理事業

水質分析等事業 植栽等管理事業 普及啓発事業
技術者養成・
調査研究事業

共通 小計 理事会運営費 管理運営費 共通 法人会計小計
当初予算額

①
前年度予算額

　②
増　減
①ー②

【事業活動収支の部】

事業活動収入

基本財産運用収入 0 42 42 42 0 42

基本財産利息収入 0 42 42 42 0 42

特定資産運用収入 0 0 0 0 0

特定資産利息収入 0 0 0 0 0

事業収入 2,896,993 17,351 93,258 3,244 938 72,157 3,083,941 14 12,714 38,185 50,913 3,134,854 2,933,831 201,023

県受託事業収入 2,896,993 17,351 93,258 3,244 938 72,157 3,083,941 14 12,714 38,185 50,913 3,134,854 2,933,831 201,023

雑収入 26 34 58 118 90 66 156 274 300 △ 26

雑収入 26 34 58 118 90 66 156 274 300 △ 26

事業活動収入計 2,896,993 17,351 93,284 3,278 996 72,157 3,084,059 104 12,822 38,185 51,111 3,135,170 2,934,131 201,039

事業活動支出

事業費支出 2,896,993 17,351 93,284 3,278 996 72,122 3,084,024 3,084,024 2,883,393 200,631

役員報酬支出 1,109 1,109 1,109 1,102 7

役員手当支出 174 174 174 174 0

職員給料支出 33,134 33,134 33,134 34,130 △ 996

職員手当支出 17,323 17,323 17,323 18,376 △ 1,053

賞与引当金繰入支出 4,653 4,653 4,653 4,740 △ 87

会計年度任用職員報酬支出 690 690 690 645 45

共済費支出 8,099 8,099 8,099 8,334 △ 235

報償費支出 22 22 22 22 0

旅費支出 91 28 26 483 628 628 585 43

消耗品費支出 104,454 3,775 723 2,070 54 111,076 111,076 103,697 7,379

燃料費支出 3,170 3,170 3,170 2,990 180

印刷製本費支出 88 88 88 253 △ 165

光熱水費支出 456,292 1,438 457,730 457,730 480,829 △ 23,099

修繕費支出 342,000 342,000 342,000 113,091 228,909

手数料支出 1,925 1,925 1,925 1,965 △ 40

保険料支出 18 93 111 111 87 24

委託料支出 1,075,304 13,548 91,123 1,054 1,181,029 1,181,029 1,144,935 36,094

汚泥処分費支出 913,675 913,675 913,675 959,824 △ 46,149

使用料及び賃借料支出 82 82 82 84 △ 2

負担金支出 459 459 459 459 0

租税公課支出 6,847 6,847 6,847 7,071 △ 224

令和７年度 公益財団法人岐阜県浄水事業公社 資金収支予算書内訳表
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

科　　　　目
公益目的事業会計 法人会計 公益目的事業会計＋法人会計



（単位：千円）

流域下水道
運営管理事業

水質分析等事業 植栽等管理事業 普及啓発事業
技術者養成・
調査研究事業

共通 小計 理事会運営費 管理運営費 共通 法人会計小計
当初予算額

①
前年度予算額

　②
増　減
①ー②

科　　　　目
公益目的事業会計 法人会計 公益目的事業会計＋法人会計

管理費支出 104 12,822 37,537 50,463 50,463 50,032 431

役員報酬支出 10,211 10,211 10,211 10,154 57

役員手当支出 1,566 1,566 1,566 1,561 5

職員給料支出 7,772 7,772 7,772 8,006 △ 234

職員手当支出 4,064 4,064 4,064 4,310 △ 246

賞与引当金繰入支出 1,986 1,986 1,986 1,834 152

会計年度任用職員報酬支出 2,759 2,759 2,759 2,583 176

共済費支出 4,943 4,943 4,943 5,086 △ 143

報償費支出 20 20 20 20 0

旅費支出 26 337 363 363 339 24

消耗品費支出 62 2,332 2,394 2,394 3,386 △ 992

燃料費支出 205 205 205 189 16

対外交流費支出 20 20 20 20 0

会議費支出 14 14 14 14 0

印刷製本費支出 483 483 483 483 0

光熱水費支出 3,492 3,492 3,492 3,876 △ 384

修繕費支出 517 517 517 517 0

通信運搬費支出 2 687 689 689 689 0

手数料支出 1,612 1,612 1,612 916 696

保険料支出 318 57 375 375 409 △ 34

委託料支出 1,994 1,994 1,994 428 1,566

使用料及び賃借料支出 362 362 362 453 △ 91

負担金支出 343 343 343 343 0

租税公課支出 100 4,179 4,279 4,279 4,416 △ 137

事業活動支出計 2,896,993 17,351 93,284 3,278 996 72,122 3,084,024 104 12,822 37,537 50,463 3,134,487 2,933,425 201,062

事業活動収支差額 0 0 0 0 0 35 35 0 0 648 648 683 706 △ 23

【投資活動収支の部】

投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投資活動支出

特定資産取得支出 0 0 0 0 0 35 35 0 0 648 648 683 706 △ 23

退職給付引当資産取得支出 35 35 648 648 683 706 △ 23

投資活動支出計 0 0 0 0 0 35 35 0 0 648 648 683 706 △ 23

　投資活動収支差額 0 0 0 0 0 △ 35 △ 35 0 0 △ 648 △ 648 △ 683 △ 706 23

【財務活動収支の部】

財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動支出 0

財務活動支出計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　財務活動収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

予備費支出 0 0 0 0 0

当期収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前期繰越収支差額 0

次期繰越収支差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注） 1 借入限度額　 5,000千円

2 債務負担額　　　 0千円



令和７年度 資金調達及び設備投資の見込みについて 

 

（１）資金調達の見込みについて 

借入の予定 なし   

事業番号 借入先 金    額 使    途 

公１  円  

    ※当期中における借入の予定を記載し、借入予定がある場合はその借入先を記載 

 

 

（２）設備投資の見込みについて 

設備投資の予定 なし   

事業番号 設備投資の内容 
支出又は収入の 

予定額 

資金調達の方法 

又は取得資金の使途 

公１  円  

    ※当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む）の予定を記載し、設備投資の予定がある場合はその

内容を記載 

 


